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Ⅰ　総務局の行政組織

　１　行政機構図（令和７年４月１日現在）

総務グループ

調整グループ 呉支所

文書グループ 東広島支所

情報公開担当

法制グループ

公益法人担当

行政経営グループ

人事グループ

人給システム担当

職員グループ

給与グループ

健康推進グループ

健康指導グループ

管理グループ

福利グループ

給付年金グループ

補償グループ

資金グループ

財務管理グループ

事業調整グループ

管理グループ

公有財産グループ

県有地販売促進グループ

ファシリティマネジメントグループ

管理グループ

企画グループ 呉分室

指導第一グループ 廿日市分室

指導第二グループ 東広島分室

指導第三グループ

市町税政グループ 尾道分室

システム管理グループ 北部（三次）

施策推進担当

調査調整グループ

ブランド推進グループ

施策形成支援担当

県政コミュニケーショングループ

報道・戦略グループ

管理・普及グループ

分析グループ

人口統計グループ

消費経済・教育統計グループ

産業統計グループ

総務グループ

技術人材担当

企画グループ

基盤戦略担当

県・市町連携グループ

東部（福山・尾道）

北部（三次・庄原）

県 税 事 務 所 西部（広島）

東部（福山）

総 務 課

東 京 事 務 所

審 理 担 当

県 立 文 書 館

秘 書 課 秘書担当

人 事 課

人材マネジメント担当 企画担当 自 治 総 合 研 修 セ ン タ ー

総 務 事 務 所 西部（広島・廿日市）

総 合 技 術 研 究 所

事業推進グループ 保健環境センター

経 営 企 画 チ ー ム

経 営 戦 略 部 長

施策形成支援チーム

施策形成・広報担当部長

広 報 課

食品工業技術センター

西部工業技術センター

東部工業技術センター

農業技術センター

畜産技術センター

水産海洋技術センター

林業技術センター

Ｄ Ｘ 推 進 課 ＤＸ推進グループ

Ｄ Ｘ 推 進 担 当 部 長
デジタル基盤整備課

情 報 戦 略 担 当 部 長 県庁情報システム担当 システムガバナンス担当

総
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統 計 課

研 究 開 発 担 当 部 長 研 究 開 発 課

福 利 課

財 務 部 長 財 政 課

財 産 管 理 課

税 務 課

行 政 経 営 部 長
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２ 分掌事務（令和７年４月１日現在） 
  
総 務 局 

【総 務 課】 

（１）総務局の庶務及び経理に関すること。 

（２）総務局内の連絡調整に関すること。 

（３）公印の管理に関すること。 

（４）文書事務の総括に関すること。 

（５）文書の収受、発送及び整理保存に関すること。 

（６）重要文書の審査に関すること。 

（７）条例、規則、訓令等の公布に関すること。 

（８）広島県報の発行及び官報報告に関すること。 

（９）広島県法規集に関すること。 

（10）広島県情報公開条例（平成 13年広島県条例第 5号）に関すること。 

（11）個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）に関すること。 

（12）広島県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和 4年広島県条例第 33号）に関すること。 

（13）行政情報コーナーの運営に関すること。 

（14）当直に関すること。 

（15）来庁者の案内に関すること。 

（16）庁内の取締りに関すること。 

（17）県法規の審査及び法務相談その他の法務の管理に関すること。 

（18）公益法人等の指導監督に関すること。 

（19）総務事務所における非常勤の職員の任免に係る事務の集中処理に関すること。（契約・調達管

理課の所掌に属するものを除く。） 

（20）庁用自動車の管理及び事故処理の総合調整に関すること。 

（21）行政書士法（昭和 26年法律第 4号）に関すること。 

（22）行政手続法（平成 5年法律第 88号）に関すること。 

（23）広島県行政手続条例（平成 7年広島県条例第 1号）に関すること。 

（24）行政不服審査法施行条例（平成 28年広島県条例第 2号）に関すること。 

（25）内部統制制度に関すること。（人事課及び審理監の所掌に属するものを除く。） 

（26）総務事務所に関すること。（他局及び総務局中他課の所掌に属するものを除く。） 

（27）広島県東京事務所に関すること。 

（28）広島県立文書館に関すること。 

（29）広島県情報公開・個人情報保護審査会に関すること。 

（30）広島県個人情報保護審議会に関すること。 

（31）広島県公益認定等審議会に関すること。 

（32）広島県行政不服審査会に関すること。 

（33）一般行政事務の連絡調整及び他の局課の所掌に属しないこと。 

 

【審 理 担 当】 

（１）行政不服審査法の規定により審理員の権限とされた事務に関すること。 

（２）内部統制制度の運用状況等の評価に関すること。 

 

【秘 書 課】 

（１）知事及び副知事の秘書に関すること。 

（２）行幸、行啓等に関すること。 

（３）職員を除く叙勲、褒賞及び表彰に関すること。 
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（４）儀式に関すること。 

 

【人 事 課】 

（１）職員の任免、分限及び懲戒に関すること。 

（２）職員の給与、勤務時間その他の勤務条件及び休業に関すること。 

（３）職員の服務に関すること。 

（４）職員の安全及び衛生の管理に関すること。 

（５）職員の叙勲、褒賞及び表彰に関すること。 

（６）その他職員の身分取扱いに関すること。 

（７）職員団体に関すること。 

（８）定員管理並びに事務の配分及び委任に関すること。 

（９）行政運営の総合調整に関すること。 

（10）内部統制制度（審理監の所掌に属するものを除く。）の総括に関すること。 

（11）委員会、審議会、協議会等の委員又は役職員の任免に関すること。 

（12）広島県人事委員会との連絡に関すること。 

（13）地方職員共済組合広島県支部診療所に関すること。 

（14）人事・給与・福利厚生システムに関すること。（デジタル基盤整備課の所掌に属するものを除

く。） 

（15）広島県特別職報酬等審議会に関すること。 

（16）広島県職員委員会に関すること。 

（17）職員管理会議に関すること。 

 

【人材マネジメント担当】 

（１）人材マネジメントの推進に関すること。 

（２）職員の研修及び人事評価に関すること。 

（３）県庁働き方改革の推進に関すること。 

（４）広島県自治総合研修センターに関すること。 

 

【福 利 課】 

（１）職員の福利に関すること。 

（２）公務災害補償等に関すること。 

（３）恩給及び退隠料に関すること。 

（４）地方職員共済組合広島県支部に関すること。 

（５）地方公務員災害補償基金広島県支部に関すること。 

（６）県の互助会に関すること。 

（７）公務災害補償等認定委員会に関すること。 

（８）公務災害補償等審査会に関すること。 

 

【財 政 課】 

（１）予算の編成及び経理に関すること。 

（２）その他県の財政経理に関すること。 

（３）議案の提出等広島県議会本会議に関すること。 

（４）財政運営の調査に関すること。 

（５）地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）に関すること。（広島県公営企業の設置等に関す

る条例（昭和 45 年広島県条例第 21 号）第４条の２第１項の規定により設置された上下水道部

及び広島県土地造成事業の設置等に関する条例（令和４年広島県条例第２号）第５条第 1 項の
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規定により設置された商工労働局の所掌に属するものを除く。） 

（６）資金の運用及び調達に関する総合調整に関すること。 

（７）広島県公安委員会との連絡に関すること。 

（８）広島県警察本部との連絡に関すること。 

（９）広島県監査委員との連絡に関すること。 

（10）県が出資等をしている法人に対する調査及び指導監督の総合調整に関すること。 

 

【財産管理課】 

（１）公有財産に関する事務の総括に関すること。 

（２）普通財産（次号に掲げる財産を除く。）の取得、管理及び処分に関すること。 

（３）道路又は河川の公用廃止による廃道敷地又は廃川敷地等で県有財産に属するものの管理及び

処分に関すること。 

（４）庁舎及び公舎の建設計画に関すること。 

（５）県庁舎の執務環境の整備、部屋割及び維持管理（庁内の取締りを除く。）に関すること。 

（６）公舎の管理に関すること。 

（７）公有財産の有効活用に係る企画立案及び指導に関すること。 

（８）職務発明に関する事務の総括に関すること。 

（９）電力調達の契約に係る事務の集中処理に関すること。 

（10）官民の連携による公共施設等の整備及び運営の方針の検討に関すること。 

（11）広島県指定管理者選定委員会に関すること。 

 

【税 務 課】 

（１）県税に関する基本的事項の企画及び総合調整に関すること。 

（２）県税並びに法令の規定により県が賦課徴収することとされる国税及び市町税並びにこれらに

係る税外収入の賦課徴収に関すること。 

（３）県への譲与税に関すること。 

（４）納税貯蓄組合の育成指導に関すること。 

（５）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に関すること。 

（６）地方税法（昭和 25年法律第 226号）に基づく市町交付金に関すること。 

（７）県税等の賦課徴収に係る行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）に基づく不服申立てに関

すること。 

（８）税務電算システムの運用管理に関すること。 

（９）証紙代金収納計器に関すること。 

（10）市町その他の地方公共団体の税政運営に対する協力及び助言に関すること。 

（11）県と市町との間の税政システムの改善に関する調査、検討及び推進に関すること。 

（12）市町の地方交付税（基準財政収入額に限る。）の算定等に関すること。 

（13）固定資産税に係る固定資産の評価及び配分に関すること。 

（14）債権管理に係る指導に関すること。 

（15）県税事務所に関すること。 

（16）広島県固定資産評価審議会に関すること。 

（17）広島県宿泊税条例(令和６年広島県条例第 32号)附則第４条に基づく準備行為に関すること。 

 

【経営企画チーム】 

（１）重要施策に関する基本的事項の企画及び総合調整並びに重要施策の推進に関すること。 

（２）庁内連携に関すること。 

（３）行政組織に関すること。 
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（４）広島県議会に関すること。（財政課の所掌に属するものを除く。） 

（５）広島県経営戦略会議及び広島県経済財政会議の運営に関すること。 

（６）地方分権改革の推進に関すること。 

（７）知事会議及び地方行政連絡会議に関すること。 

（８）国土形成計画法（昭和 25年法律第 205号）に関すること。 

（９）広島県総合計画審議会に関すること。 

 

【施策形成支援チーム】 

（１）重要施策に関する基本的事項の企画及び総合調整に関すること。（経営企画チームの所掌に

属するものを除く。） 

（２）ひろしまブランドに関する基本的事項の企画及び総合調整に関すること。 

 

【広 報 課】 

（１）県政コミュニケーションの総括及び総合調整に関すること。 

（２）県政知事懇談に関すること。 

（３）報道機関との連絡に関すること。 

 

【統 計 課】 

（１）統計事務の総合調整並びに指導及び助言に関すること。 

（２）統計調査及び統計分析に関すること。 

（３）統計資料の編さんに関すること。 

（４）統計思想の普及に関すること。 

 

【研究開発課】 

（１）広島県立総合技術研究所に関すること。 

 

【ＤＸ推進課】 

（１）ＤＸに関する基本的事項の企画及び総合調整に関すること。 

（２）ＤＸ施策の推進に関すること。 

（３）行政事務のデジタル化の推進に関すること。 

（４）行政手続のオンライン化の推進に関すること。 

（５）デジタル技術を活用した業務プロセスの再構築に関すること。 

 

【デジタル基盤整備課】 

（１）基幹となる行政事務のシステム基盤及びシステム間の総合調整に関すること。 

（２）行政ネットワークに関すること 

（３）情報セキュリティ対策に関すること。 

（４）社会保障・税番号制度に関すること。 

（５）市町情報化の支援に関すること。 

（６）地域情報化施策及び電子自治体の推進に関すること。 

 

【県庁情報システム担当】 

（１）情報システム戦略に関すること。 

（２）情報システムのライフサイクルプロセスに関すること。 

（３）情報システム間の総合調整に関すること。 

（４）情報化施策に関する技術的事項に関すること。 



- 6 - 

３ 職員現員表（令和７年４月１日現在）                  

 

課    別 職 員 数  機  関  別 職 員 数 

（本 庁） 

総 務 課 

審 理 担 当 

秘 書 課 

人 事 課 

人材マネジメント担当 

福 利 課 

財 政 課 

財 産 管 理 課 

税 務 課 

経 営 企 画 チ ー ム 

施策形成支援チーム 

広 報 課 

統 計 課 

研 究 開 発 課 

Ｄ Ｘ 推 進 課 

デジタル基盤整備課 

県庁情報システム担当 

本 庁 計 

(人) 

３７ 

３ 

１３ 

３８ 

４ 

５ 

２１ 

２２ 

３８ 

２８ 

８ 

１５ 

２８ 

１８ 

１３ 

１０ 

８ 

３０９ 

 

 

 

 

（地方機関） 

総 務 事 務 所 

県 税 事 務 所 

東 京 事 務 所          

県 立 文 書 館          

自治総合研修センター 

総 合 技 術 研 究 所 

地方機関計 

(人) 

１０９ 

２５４ 

１３ 

５ 

９ 

２５２ 

６４２ 

総  務  局  計 ９５１ 

 



- 7 - 

４ 附属機関の概要 

 

名   称 審 議 事 項                     根拠法規           委員構成           委員数 任期 

広島県情報公開 

・個人情報保護 

審 査 会            

1.実施機関の諮問に応じ、

広島県情報公開条例に基

づく審査請求について調

査審議し、答申する。 

2.実施機関の諮問に応じ、

個人情報保護法に基づく

審査請求について調査審

議し、答申する。 

広島県情報公開 

・個人情報保護 

審査会設置条例 

第２条 

 

 

 

 

 

 

 

学識経験者 

 

 

 

 

 

１０人 

以内  

 

 

 

 

 

 

 

 

３年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県個人情

報保護審議会          

1.実施機関の諮問に応じ、

広島県個人情報の保護に

関する法律施行条例の改

廃に関すること及び番号

法に規定する評価書に記

載された特定個人情報フ

ァイルの取扱いに関する

事項等について調査審議

し、答申するほか、意見を

述べる。 

2.住民基本台帳法に基づ

き、知事が住民票コードの

利用制限に違反している

者に対する中止命令を行

う場合に意見等を述べる。 

広島県個人情報

の保護に関する

法律施行条例   

第７条 

 

住民基本台帳法 

施行条例    

第４条 

 

学識経験者、事

業者の代表者、

県議会議員 

 

 

 

 

 

 

 

６人 

以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県行政不服 

審 査 会 

審査庁の諮問に応じ、行政

不服審査法に基づく審査

請求について調査審議し、

答申する。 

行政不服審査法 

第８１条 

学識経験者 ６人 

以内 

３年 

広島県公益認 

定 等 審 議 会 

知事の諮問に応じ、法人の

公益認定の申請に関する

事項等を調査審議する。 

公益社団法人及

び公益財団法人

の認定等に関す

る法律 

第５０条 

 

広島県公益認定 

等審議会条例 

学識経験者 ３人 

以上 

５人 

以内 

３年 

広島県特別職 

報酬等審議会 

 

議会の議員の議員報酬及

び知事の給料の額に関す

る条例案を議会に提出し

ようとするときは、あらか

じめ当該議員報酬等の額

について審議する。 

広島県特別職報 

酬等審議会条例 

 

 

 

県の区域内の

公共的団体等

の代表者その

他県民 

１０人 

以内 

 

設置さ

れた時

から審

議が終

了する

まで   
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名   称 審 議 事 項                     根拠法規           委員構成           委員数 任期 

広 島 県 職 員             

委 員 会             

 

副知事、専門委員及び監査

専門委員の懲戒の審査及

び議決に関する事務をつ

かさどる。 

 

地方自治法施行 

規程 

第９条 

 

広島県職員委員 

会規則 

知事、副知事、

総務局長、総務

局人事課長、教

育長、人事委員

会委員長 

７人 

 

－ 

広 島 県 指 定  

管 理 者 選 定       

委 員 会       

 

 

指定管理者の候補者の選

定に係る審査項目等に関

する事項及び指定管理者

の指定を受けようとする

者から提出された申請書

の審査に関する事項につ

いて調査審議する。 

広島県公の施設 

における指定管 

理者の指定手続 

等に関する条例 

第９条 

学識経験者、 

県職員 

部会 

ごとに 

６人 

－ 

広 島 県 公 務       

災 害 補 償 等       

認 定 委 員 会       

 

 

実施機関の諮問に応じ、議

会の議員その他非常勤の

職員について発生した災

害が公務又は通勤により

生じたものであるかどう

かの認定について調査審

議する。 

議会の議員その 

他非常勤の職員 

の公務災害補償 

等に関する条例 

  第５条 

学識経験者、 

県職員 

５人 

 

３年 

 

広 島 県 公 務       

災 害 補 償 等       

審 査 会       

 

 

実施機関が行う公務上の

災害又は通勤による災害

の認定、療養の方法、補償

金額の決定その他補償の

実施に関する不服につい

て審査する。 

議会の議員その 

他非常勤の職員 

の公務災害補償 

等に関する条例 

 第２０条 

学識経験者 

 

３人 

 

３年 

 

広島県固定資 

産評価審議会 

 

 

固定資産の評価に関する

事項で、知事が意見を求め

たものについて調査審議

する。 

地方税法 

第４０１条の２ 

 

広島県固定資産 

評価審議会条例 

国の行政機関 

の職員、市町の

職員、学識経験

者 

９人 

以内 

２年 

広 島 県 総 合 

計 画 審 議 会 

 

 

知事の諮問に応じ、県の総

合的な計画の策定及び実

施に関する重要事項を調

査審議する。 

広島県総合計画 

審議会設置条例 

県議会議員、 

市町の長、 

学識経験者 

３０人 

以内 

２年 

 



一 般 会 計 予 算



Ⅱ　令和７年度一般会計予算

１　歳　入　予　算

区　　　　　分
　令和７年度
　当初予算額（Ａ）

　令和６年度
　当初予算額（Ｂ）

比　較
Ａ／Ｂ

Ａ　の
構成比

県 税 352,733,040 323,147,040 109.2 32.4

地 方 消 費 税 清 算 金 145,132,000 146,128,000 99.3 13.3

地 方 譲 与 税 60,255,759 56,261,011 107.1 5.5

地 方 特 例 交 付 金 1,404,000 7,152,000 19.6 0.1

地 方 交 付 税 186,045,000 191,155,000 97.3 17.1

交通安全対策特別交付金 400,000 400,000 100.0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 6,649,442 6,426,250 103.5 0.6

使 用 料 及 び 手 数 料 9,379,376 9,241,754 101.5 0.9

国 庫 支 出 金 104,400,940 108,712,841 96.0 9.6

財 産 収 入 1,495,712 1,181,137 126.6 0.2

寄 附 金 102,055 96,903 105.3 0.0

繰 入 金 64,596,682 64,181,533 100.6 5.9

繰 越 金 1 1 100.0 0.0

諸 収 入 84,317,493 104,081,530 81.0 7.7

県 債 72,918,500 77,535,000 94.0 6.7

歳　入　合　計 1,089,830,000 1,095,700,000 99.5 100.0

（単位：千円、％）
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２　歳　出　予　算

区　　　　　分
　令和７年度
　当初予算額（Ａ）

　令和６年度
　当初予算額（Ｂ）

比　較
Ａ／Ｂ

Ａ　の
構成比

議 会 費 2,132,877 2,138,579 99.7 0.2

総 務 費 67,178,846 57,275,132 117.3 6.2

民 生 費 142,936,182 140,129,987 102.0 13.1

衛 生 費 96,108,523 93,952,223 102.3 8.8

労 働 費 3,967,147 3,735,721 106.2 0.4

農 林 水 産 業 費 30,978,676 30,127,659 102.8 2.8

商 工 費 84,539,018 107,997,442 78.3 7.8

土 木 費 96,346,706 94,943,024 101.5 8.8

警 察 費 68,260,171 65,713,751 103.9 6.3

教 育 費 192,553,183 198,955,618 96.8 17.7

災 害 復 旧 費 7,677,981 8,607,388 89.2 0.7

公 債 費 145,247,675 146,981,461 98.8 13.3

諸 支 出 金 151,503,015 144,742,015 104.7 13.9

予 備 費 400,000 400,000 100.0 0.0

歳　出　合　計 1,089,830,000 1,095,700,000 99.5 100.0

（単位：千円、％）
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Ⅲ　令和７年度総務局関係予算

１　一　般　会　計

総　額(Ａ) 一般財源 総　額(Ｂ) 一般財源 Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

総 務 費 45,588,151 37,620,001 39,936,722 32,632,736 5,651,429 114.2

警 察 費 35,216 35,216 40,340 40,340 △5,124 87.3

教 育 費 31,433 31,433 32,268 32,268 △835 97.4

公 債 費 145,244,206 112,007,650 146,978,557 116,765,882 △1,734,351 98.8

諸 支 出 金 151,503,015 151,503,015 144,742,015 144,742,015 6,761,000 104.7

予 備 費 400,000 400,000 400,000 400,000 0 100.0

合　計 342,802,021 301,597,315 332,129,902 294,613,241 10,672,119 103.2

区　　分

（単位：千円、％）

令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額 比　　　較
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２　特　別　会　計

Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

証紙繰出金

　証紙繰出金
26,000 25,000 1,000 104.0

証紙代金収納計器
繰出金
　証紙代金収納計器
　繰出金

3,224,415 2,971,770 252,645 108.5

 管特
 理別
 事会
 務計
 費

管理事務費

　通信管理費
202,053 202,053 0 100.0

公特
債別
管会
理計

公債管理費

　公債管理費
286,888,176 309,461,866 △ 22,573,690 92.7

290,340,644 312,660,689 △ 22,320,045 92.9

（単位：千円、％）

証特
紙別
等会
　計

合　　　計

区　　　　分
比　　較令和７年度

当初予算額(Ａ)
令和６年度
当初予算額(Ｂ)
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Ⅳ 課別主要事業の概要 

１ 総  務  課 

 

（1） 庁内管理に関する事務 

   来庁者の案内、庁内の取締り等を行い、庁舎内の秩序維持に努め、良好な執務環境

  を保つ。 

 

（2） 東京事務所の運営 

   県と中央官庁等との間における事務の推進及び連絡、県政の運営に関する必要な事

  項の調査及び資料の整備等を行う。 

 

（3） 総務事務所に関する事務 

   総務事務所の円滑な運営に向けて、本庁と総務事務所間の連絡、協議、調整等を行う。 

 

（4） 文書に関する事務 

   公印の管理、文書の収受・発送及び整理保存、重要文書の審査、条例等の公布、県

  報発行等を行う。 

  

（5） 県立文書館の運営 

    県に関する歴史的資料として重要な行政文書、古文書その他の記録を収集保存し、

  これらを県民の利用に供する。 

 

（6） 情報公開及び個人情報保護に関する事務 

ア 行政文書の開示 

行政文書開示制度に関する総合調整を行うとともに、各実施機関から諮問のあっ

た行政文書の開示決定等に対する審査請求事案を審査する広島県情報公開・個人情

報保護審査会の運営に関する事務を行う。 
 

〔行政文書開示請求の処理の状況（令和５年度実績）〕      （単位：件） 

内 容 請 求 
件 数 

開 示 
 

 
部 分 
開 示 

 
不開示 

 
その他 

 

構成比
（％） 

構成比
（％） 

構成比
（％） 

構成比
（％） 

行政文書の開示 1,497 578 38.6 628 42.0 5 0.3 286 19.1 
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イ 個人情報の保護 

個人情報保護法に関する周知及び総合調整を行うとともに、各実施機関から諮問

のあった保有個人情報の開示決定等に対する審査請求事案を審査する広島県情報公

開・個人情報保護審査会及び番号法に規定する評価書に記載された特定個人情報フ

ァイルの取扱いに関する事項等を調査審議する広島県個人情報保護審議会の運営に

関する事務を行う。 
 

   〔保有個人情報開示請求の処理の状況（令和５年度実績）〕    （単位：件） 

内 容 請 求 
件 数 

開 示 
 

 

部 分 
開 示 

 

不開示 

 

その他 

 

構成比
（％） 

構成比
（％） 

構成比
（％） 

構成比
（％） 

保有個人情報の開示 380 63 16.6 286 75.2 1 0.3 30 7.9 

 

ウ 行政情報の提供 

県民が県政に関する情報を迅速かつ容易に得られるよう、行政情報コーナーにお

いて、各種行政資料を収集し閲覧等に供するとともに、県ホームページ上で行政資

料の検索システムを運用するなど、行政情報の積極的な提供に努める。 

また、ふれあいコーナーにおいて、各種事業のパンフレット、リーフレットの配

布、ポスターの掲示等を行う。 

   〔行政情報コーナーの利用状況（令和６年度実績）〕 

利 用 者 数 （人） 利 用 冊 数 （冊） 

総    数 １ 日 平 均 総    数 １ 日 平 均 

3,708 15.26 488,511 2,010.3 

     〔行政資料の保有状況（令和７年３月末現在）〕 

区    分 一 般 資 料 統 計 資 料 総   数 

冊      数 21,093 31,326 52,419 

 

（7） 法務等に関する事務 

    条例、規則など県法規案の審査、行政手続法及び行政手続条例並びに行政不服審査法

及び行政不服審査法施行条例に関する事務等を行う。 

 

（8） 行政書士に関する事務 

    行政書士及び行政書士会の指導監督育成等を行う。 
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（9） 新公益法人制度に関する事務 

    広島県公益認定等審議会の運営等、公益認定に関する事務を行う。 

 

（10） 法人に関する事務 

    公益法人等に対する指導監督等を行う。  

 

（11） 内部統制制度の推進 

   「広島県の内部統制に関する方針」に基づく、内部統制制度の適切な運用を図り、

不適正な事務処理の発生を未然に防止するとともに、適切かつ効率的な業務執行の確

保に取り組む。 
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２ 審 理 担 当 

 

（1） 審理員に関する事務 

   行政不服審査法の規定により審理員の権限とされた事務を行う。 

 

（2） 内部統制制度の評価 

   「広島県の内部統制に関する方針」に基づき、内部統制制度の整備・運用状況に関

する評価を行う。 
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３ 秘 書 課 

 

（1） 知事・副知事の秘書に関する事務 

知事・副知事の秘書に関する事務を行う。 

 

（2） 栄典に関する事務  

   各省庁からの通知等に基づき、叙勲並びに褒章候補者の上申を行う。 

     〔令和６年度受章者数【県知事推薦分】〕（単位：人・団体） 

 

 

（3） 表彰に関する事務 

知事表彰に係る事務の総括を行う。 

 

（4） 行幸啓等に関する事務 

行幸啓等に係る事務の総括を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分                     受章者 

春 秋 叙 勲                   
６ 年 春 51 

６ 年 秋 45 

第 ４ ２ 回 危 険 業 務 従 事 者 叙 勲 13 

第 ４ ３ 回 危 険 業 務 従 事 者 叙 勲 15 

高 齢 者 叙 勲 9 

死 亡 叙 勲 20 

叙 位 41 

藍  綬  褒  章 
６ 年 春 4 

６ 年 秋 0 

黄  綬  褒  章 
６ 年 春 1 

６ 年 秋 1 

紺 綬 褒 章                                 23 
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※病院等を含む 

４ 人 事 課 

（1） 人事管理 

ア 職員の任用に当たっては、活力ある職場の形成を基本目標とし、次のことを指針

とする。 

・客観公平な人事管理 

・長期的視野に立った人事管理 

・能力を十分に発揮できる人事配置 

 

    〔令和７年４月１日付け人事異動〕  

    ○  異動総数（採用、退職を除く｡)  1,505人（昨年 1,470人） 

       本庁・地方機関間の異動      384人（昨年  354人） 

部局間の異動          338人（昨年  351人） 

    ○  採  用             220人（昨年  333人） 

    ○  退職（令和７年３月31日付け）   330人（昨年  238人） 

 

  

イ 給与、勤務時間その他の勤務条件については、基本的には人事委員会の勧告を尊

重するとともに国及び他県の状況を勘案しつつ、その適正化を図るよう努める。 

 

（2） 定員管理 

激甚化・頻発する大規模災害や感染症への対策などを含め、多様化・複雑化する行

政需要に的確に対応するため、「最少の経費で最大の効果を挙げる」という行政経営

の基本原則に立ち、業務改善や業務プロセスの見直しなどの取組を推進するとともに、

効率的な執行体制の確保に取り組む。 
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（3） 職員の健康管理 

労働安全衛生法に基づき、職員の心身の健康を積極的に支援するため、職員の安全

衛生管理体制を確立するとともに、健康診断及び健康教育・相談事業を行う。 

 

 〔令和６年度実施状況〕      

    ・ 一 般 定 期 健 康 診 断  6,360人 

    ・ 新 規 採 用 職 員 健 康 診 断   224人 

    ・ 特 別 定 期 健 康 診 断  1,913人 

    ・ 情報機器作業従事者健康診断    924人 

    ・ 医療関係職員のＢ型肝炎定期検診   152人 

    ・     〃      ﾜｸﾁﾝ接種     3人 

    ・ 結 核 健 康 診 断    30人 

    ・ 生 活 習 慣 病 予 防 検 診  4,444人 

    ・ 健 康 教 育  1,848人 

    ・ 職 員 相 談  4,521件 

    ・ 事 後 指 導  1,271件 

    ・ 新規 採 用職 員 への 保健 指 導   507件 

・ ス ト レ ス チ ェ ッ ク  6,851人 

    ・ 災害対応従事職員への保健指導   206人 



- 20 - 

 

５ 人材マネジメント担当 

（1） 人事評価 

目標管理と連動した評価制度により、組織的な目標を共有するとともに、目標の達

成に向けたコミュニケーションを通じて、職員個人や組織の育成に努める。また、管

理職のマネジメントスキルの向上研修の更なる充実や、コンピテンシー評価導入によ

る効果的な育成など、職員の成長を促す指導・育成の強化を図る。 

 

（2） 研 修 

時代の変化に迅速かつ的確に対応できる人材として、①住民視点に立ち、主体的に

考える職員 ②変革に挑戦し、行動力のある職員 ③高い専門性とスピード・コスト

意識を持った職員などの自立型の人材育成を、県・市町一体で推進する。 

また、民間企業、中央官庁への派遣研修など、組織外研修も実施する。 

 

（3） 県庁働き方改革 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進を図るため、テレワークの

定着に向けた取組を進めるとともに、デジタル技術の更なる利活用等により、生産性

の高い働き方への改革に取り組む。 
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６ 福 利 課 

 

（1） 職員の福利 

   職員の福利厚生の向上のため、地方公務員等共済組合法に基づく共済制度や互助会

事業と一体となって、職員の保健、元気回復、その他福利厚生に関する計画の策定・

実施を行う。 

（2） 公務災害補償等 

   議会の議員、非常勤の行政委員会・審査会・審議会などの委員等及び非常勤の調査

員・嘱託員等の公務災害・通勤災害の認定及び補償に関する事務を行う。 

   また、認定又は補償に関する決定の不服申立てに対する公務災害補償等審査会に関

する事務を行う。 

（3） 恩給及び退隠料支払 

   恩給法及び広島県吏員恩給条例等に基づく恩給等の裁定・支払事務を行う。 

   ・令和６年度恩給及び退隠料の受給者数及び支給額 

            ６７人 ７，２８８万円 

（4） 地方職員共済組合広島県支部の事務 

   地方公務員等共済組合法に基づき、医療給付等の短期給付、厚生年金保険給付及び

退職等年金給付の長期給付並びに組合員の保健、診療所の経営、貯金業務及び臨時の

支出に対する貸付け等の福祉事業を行う。 

（5） 地方公務員災害補償基金広島県支部の事務 

   常勤の地方公務員の公務災害・通勤災害について、地方公共団体に代わって認定・

補償事務を行うとともに、認定・補償に関する決定の不服申立てに対する支部審査会

の事務を行う。 

   ・令和６年度公務災害等認定件数  ５９８件 

（6） 一般財団法人広島県職員互助会の事務 

   公益事業を行うほか、地方職員共済組合広島県支部と相まって職員に対する給付等

の職員の相互救済その他の福利厚生事業を行う。 
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７ 財 政 課 

 

（1） 予算の編成 

財政構造改革を進めつつ、県勢発展に向けた施策を積極的に展開することを基本と

して、各局部からの予算要求に基づき、その事業の重要度、緊急度、必要性、行政効

果等を総合的に検討して予算の編成事務を行う。 

 

（2） 県議会に関する連絡調整 

地方自治法に基づき、県議会の招集、議案の作成等を行うほか、県議会との連絡調

整を行う。 

 

（3） 財政経理に関する事務 

地方交付税の算定資料の作成及び県債関係事務等を行い、効率的な財政運営に資する。 

 

（4） 財政運営状況に関する調査・報告 

予算の執行状況等についての調査のほか、財政状況の公表、決算報告をはじめ各種

財政調査統計資料を作成する。 

 

（5） 地方公営企業法に関する事務 

土地造成事業及び流域下水道事業は、商工労働局及び上下水道部で所掌しているが、

財政課においては起債事務などの補助事務及び議案その他法令上知事において処理す

べき事務を行う。 

 

（6） 行政委員会等との連絡調整  

県公安委員会、県警察本部及び県監査委員との連絡調整を行う。 

 

（7） 資金管理の高度化・効率化 

資金管理業務について、引き続き、金融専門家等で構成する資金管理会議を設置し、

資金管理方針に沿って、資金管理の高度化、効率化を図る。 

 

（8） 県出資法人に関する事務 

県が出資等をしている法人に対する調査、指導監督及び法人のあり方見直しに関す

る総合調整を行う。 
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８ 財産管理課  

 

（1） 公有財産の事務の総括 

   各所属において管理している公有財産の総括的な事務を行う。 

   ・公有財産の主なもの（令和７年３月31日現在） 

    土 地      ：5,397.1 ha   建 物      〔延床面積〕：348.2万ｍ２ 

 

（2） 県庁舎の管理 

   県庁舎及び付属施設について、県民の利便と環境整備に配慮しながら、適正な管理

  を行う。 

     敷 地      ：4.72ha  庁 舎      〔延床面積〕：7棟  8.3万ｍ２（議事堂を含む。） 

 

（3） 庁舎の整備 

 県庁舎及び地方機関庁舎の長寿命化等を行う。 

［長寿命化工事等］ 

施設名 令和７年度 

本庁舎（渡り廊下・耐震化） 耐震工事 

本庁舎（北館・長寿命化） 改修工事 

 

（4） 公舎、独身寮の管理 

   公舎、独身寮の計画的な維持修繕を行い、適正な管理を行う。 

   ・公舎及び独身寮数（令和７年４月１日現在） 

    公舎： 711戸  独身寮：241室 

 

（5） 普通財産の管理及び処分 

普通財産の適正な管理を行うとともに、財産収入の確保の観点から、未利用県有地

等については、条件の整ったものから順次売却を進める。 

 

（6） 県有資産の有効活用の推進 

ファシリティマネジメントの視点に立った県有施設の利活用の推進を図るとともに、

未利用スペースの貸付など県有資産の活用を進める。 
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９ 税 務 課 

 

（1） 県税の賦課徴収 

県税は９税目の普通税と２税目の目的税から成り立っており、これらの賦課徴収に

当たっては、地方消費税、県たばこ税、自動車税（環境性能割及び新規登録時におけ

る種別割の月割課税分に限る。）、鉱区税及び産業廃棄物埋立税の賦課徴収を税務課

が担当し、その他については、県内３か所の県税事務所及び４か所の県税事務所分室

において処理する。 

令和７年度の県税収入予算は、一般会計予算の３２．４％を占める３，５２７億 

３，３００万円を計上し、この確保については次の事項を重点的に推進する。 

  ア 個人県民税の徴収対策の推進 

個人県民税について、着実な歳入の確保や収入未済額の縮減等を図るため、次の

対策を実施する。 

（ア）市町における個人住民税の滞納整理を促進するため、県の職員が市町の職員の

身分を併任し、市町の職員とともに個人住民税等の徴収事務に従事する併任徴収

（随時型）を実施する。 

（イ）県税事務所に徴収相談窓口を設置し、市町の疑問等について県が組織的かつ効

率的に助言を行い、相談に対する回答を他の市町と共有することで、県全体の滞

納整理水準の向上を目指す。 

（ウ）県及び県内全市町で構成する「広島県地方税徴収対策推進協議会」において、

引き続き、県市町連携による徴収対策強化について検討するとともに、個人住民

税特別徴収の徹底に向けた取組を行う。 

  イ 組織的な滞納整理の推進 

滞納整理目標を設定し、滞納整理計画に基づいた組織的な進行管理を徹底すると

ともに、電子預金照会の活用などにより効率的な滞納整理に努める。 

（2） 地方譲与税に関する事務 

地方譲与税は、国税として徴収したものを都道府県人口、道路延長・面積等をもと

に配分し、地方に譲与されるもので、特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油

ガス譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税、航空機燃料譲与税がある。令和７

年度の予算は６０２億５，６００万円を計上しており、この収入事務を行う。 

 

（3） 市町に対する交付金の交付 

県に納付・納入された県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、県

民税分離課税所得割、法人事業税、地方消費税、ゴルフ場利用税、自動車税環境性能

割及び軽油引取税について、一定の基準により市町へ交付する。  
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（4） 市町の税政運営に対する助言 

地方分権の進展や三位一体改革に伴う税源移譲により、県・市町における自主財源

の重要性が益々増大し、徴収対策の更なる強化が求められていることから、市町の徴

収対策強化の取組を支援するとともに、市町の税政運営に対する助言を行う。 

  ア 市町の税政運営に対する助言 

     市町税の適正な賦課、徴収及び徴収率の向上のため、研修会の開催や助言等を行

う。 

  イ 市町の地方交付税の算定等（基準財政収入額に関することに限る。） 

    基礎数値のとりまとめ及び検査を行う。 

ウ 市町の固定資産評価額を広島県固定資産評価審議会に諮り、評価の適正化と市町

間の均衡確保に努める。 

（5） 県税に関する広報等の事務 

県税の制度や納期内納付の勧奨について各種の広報媒体を活用して積極的に広報す

るとともに、学校等における租税教育の推進に努め、県税に対する県民の理解を深め

ることにより、公平・公正な税制度の確立に努める。 

ア 県税に関する冊子（「県税のしおり」）、リーフレット（「あなたと県税」）を

作成し、広く制度の広報に努めるとともに、県のホームページにも掲載する。 

イ 金融機関、庁舎等へのポスターの掲示や、県のＳＮＳ等を活用することにより、

自動車税種別割の納期内納付の勧奨、所得税・事業税・住民税の申告勧奨等に努め

る。 

ウ 広島県租税教育推進協議会に参画し、小中学生用社会科副教材を編集発行するな

ど、児童・生徒等に対する租税教育の推進に努める。 

（6） 債権管理の高度化・効率化 

税外債権の適正管理、滞納債権の縮減・整理については、「広島県債権管理会議」に

おいて中期目標を設定し、取組方針に基づいた組織的債権管理や滞納債権発生防止の

取組など、債権管理の高度化・効率化に向けた取組を全庁的に推進する。 
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（7） 税務トータルシステムの運用管理 

税務トータルシステムの適正な運用を図り、課税から決算までの総合的な事務処理

を行う。 

ア 法人二税システム        ス 県税決算システム 

  イ 県民税利子割システム      セ 徴収システム 

  ウ 個人事業税システム       ソ 納税証明書等発行システム 

  エ 不動産取得税システム      タ 軽油免税証システム 

  オ 間税システム          チ 納税者管理システム 

  カ 自動車税種別割システム     ツ 徴収支援システム 

  キ 自動車税環境性能割システム   テ 産業廃棄物埋立税システム 

  ク 鉱区税システム         ト 配当割システム 

  ケ 収入管理システム        ナ 株式等譲渡所得割システム 

  コ 還付充当システム        ニ 宿泊税システム（構築中） 

サ 口座振替システム        ヌ ＥＵＣシステム 

  シ 県税管理システム 

 

（8） 電子的行政サービスの拡充 

ア 地方税の電子申告 

    法人県民税及び法人事業税の申告・届出等を行う地方税の電子申告システム（ｅ

ＬＴＡＸ(エルタックス)）の運用を平成１８年１月から開始し、令和３年１０月か

ら金融取得課税(利子割、配当割、株式譲渡所得割)、令和５年１０月から県たばこ

税、ゴルフ場利用税、令和６年１０月から軽油引取税の電子申告納付を開始してい

る。引き続き運用を行い、利用者の利便性向上に努める。 

イ 地方税のキャッシュレス納付 

    県民の納税機会の拡大及び利便性の向上のため、キャッシュレス納付の利用を推 

進し、納期内納付率、収入率の向上に取り組んでいる。 

    キャッシュレス納付の方法は、地方税お支払サイトを利用したクレジットカード 

納付やインターネットバンキング、スマートフォン決済アプリなどがある。また、 

法人二税などを対象に、eLTAXを利用して申告を行った場合にキャッシュレス納付が 

可能となる地方税共通納税システムがある。 

  ウ 自動車保有関係手続のワンストップサービス（ＯＳＳ） 

自動車を保有するための保管場所証明、自動車検査登録及び自動車税（環境性能

割・種別割）の申告などの一連の手続をインターネットで行うシステムの運用を平

成２９年４月から開始している。引き続き運用を行い、利用者の利便性向上に努め

る。 
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10 経営企画チーム 

 

（1）「広島県職員の行動理念」等の普及促進 

「３つの視座」、「３つの心掛け」及び「広島県職員の行動理念」に沿った優良事例

を職員へ周知することにより、職員一人ひとりがこれらに基づき行動することを促進す

る。 

 

（2）地方創生の推進及び第２期「広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の総合調整 

   地方創生の動きを更に加速するため、「広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略（安

心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン アクションプラン）」に掲げる取組を推進する。 

 

（3）県政運営の基本方針の策定及び重要施策の総合調整 

「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の目指す姿の実現に向け、毎年度、県政運営

に当たっての基本姿勢や重点的に取り組む施策の方向などを「基本方針」として整理し、

これに基づく効果的な施策の推進と戦略的な経営資源の配分を行う。 

 

（4）施策マネジメントの運用 

「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」を構成する施策・事業群ごとに設定した目標

の進捗状況を計画的なモニタリング等による施策マネジメントにより点検・検証し、そ

の結果をベースとして、随時、取組の見直し、改善を図り、施策目標の着実な実現を図

る。 

また、ＰＤＣＡの実効性を高めるため、ビジネスプランやエビデンスに基づく施策立

案の考え方の職員への浸透・定着を図る。 

 

（5）若者減少・人手不足対策 

若者を中心とした転出超過や、2024年問題をはじめとする様々な業界での人手不足問

題の解消に向け、総合的に施策を推進する。 

また、若者の広島に対するポジティブなイメージを高め、浸透させることにより、若 

者の広島への定着・回帰につながるムーブメントを創出する。 

 

（6）庁内連携 

ビジョンの目指す姿の実現に向け、施策領域をまたがる社会課題等を解決するため、

課のミッションを越えた横断的な施策立案を支援する。 
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（7）ミッション重視の組織体制の構築 

「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」に掲げる目指す姿の実現に向けて、既存の枠

組みにとらわれることなく、ミッションに基づいた組織や職の見直し又は設置を行うな

ど、組織全体のミッション性を更に向上させる。 

また、社会経済情勢の変化や危機管理への対応など、年度中途に生じた新たな課題等

に対して迅速かつ的確に対応するため、責任者とミッションを明確にした柔軟で機動的

な組織体制の整備を行う。 

 

（8）安心▷ 誇り▷ 挑戦 ひろしまビジョンの改定 

現行ビジョンの策定から４年が経過する中で、想定以上に進む人口減少など、様々な

社会経済情勢の変化に適切に対応していくため、おおむね１０年を見通した現行ビジョ

ンの折り返し後を見据えて、これまでの成果と課題も反映させながら見直しを行う。 

 

（9）民間企業等とのパートナーシップの強化 

民間企業等との相互の強みを活かした協働の取組により、地域社会の活性化や県民

サービスの向上を図るため、包括的な連携を進める。 

 

（10）地方分権改革の着実な推進に向けた取組 

ア 地方分権改革の着実な推進に向け、国と地方の役割分担の見直し、財源の確保等

の必要な措置を講じた上での国から地方への事務権限の移譲、国の義務付け・枠付

けの抜本的な見直しなどを、提案募集方式などを活用して、国に強く働きかける。 

イ 国と地方の役割を見直し、地方の役割に応じた権限・財源・責任を地方が有する

「地方分権型道州制」の実現に向けて、国等関係機関への働きかけや機運醸成など

に取り組む。 

 

（11）施策提案 

本県施策を推進するに当たり、本県独自又は喫緊の課題を踏まえ、国との連携・協

力が必要な事項について、「施策に関する提案書」を取りまとめ、国に対する提案活

動など、積極的な働きかけを行う。 

 

（12）特区の推進 

平成２８年１月に国から指定を受けた国家戦略特別区域について、規制の特例措置

の活用を推進し、本県の産業競争力の強化を図るとともに、構造改革特区制度の活用

により、地域の活性化を図る。 
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（13）経済関係情報の収集及び分析 

県政の的確な運営の基礎資料とするため、経済の動向など、経済関係の幅広い情報

を収集、分析するとともに、庁内での共有を行う。 

 

（14）隣県等との交流促進 

島根県、愛媛県、岡山県、鳥取県、山口県及び宮城県と会議を開催し、共通する行

政課題等についての協議を行うほか、共同プロジェクトの推進等を図る。 

区  分 目    的 

島根・広島交流会議 広島・島根両県の交流・連携方策等について協議、意見交換（平成５年度～） 

広島・愛媛交流会議 広島・愛媛両県の交流・連携方策等について協議、意見交換（平成５年度～） 

岡山・広島両県知事会議 広島・岡山両県の交流・連携方策等について協議、意見交換（平成２２年度～） 

鳥取・広島両県知事会議 広島・鳥取両県の交流・連携方策等について協議、意見交換（平成２３年度～） 

広島・山口両県知事会議 広島・山口両県の交流・連携方策等について協議、意見交換（平成２６年度～） 

宮城・広島両県知事会議 広島・宮城両県の交流・連携方策等について協議、意見交換（平成２７年度～） 

  

（15）知事会議 

全国知事会議、中国地方知事会議等において、共通課題や国等への要請事項について

協議する。 

区  分 全 国 知 事 会 議 中国地方知事会議 中国地域発展推進会議 

会    長 宮城県知事 鳥取県知事 鳥取県知事 

構 成 員 全国の都道府県知事 中国地方５県知事 
中国地方５県知事、中国経済連合会・ 

中国地方５県の経済界の代表者 

会議開催 
年２回程度 

青森県・東京都 

年２回 

山口県・広島県 

年２回 

山口県・広島県 

 

区  分 中国圏広域地方計画推進会議 中 四 国 サ ミ ッ ト 
日本創生のための 

将来世代応援知事同盟 

会  長 鳥取県知事 
開催県が持ち回り 

(中国・四国交互) 

持ち回り 

（令和７年度：宮崎県知事） 

構 成 員 中国地方５県知事・県議会議長 
中四国地方９県知事 

中国及び四国経済連合会会長 

北海道、岩手、宮城、秋田、福

島、茨城、千葉、富山、福井、

山梨、長野、岐阜、三重、滋賀、

京都、鳥取、島根、岡山、広島、

山口、香川、高知、長崎、熊本、

宮崎、鹿児島の26道府県知事 

会議開催 
年１回 

山口県 

年１回 

山口県 

年１回 

福井県 
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11 施策形成支援チーム 

 

（1） ブランド戦略に関する事務 

ひろしまブランドの価値向上に向け、魅力的な観光地や、歴史・文化、自然、産業

など、本県独自の資産を磨き上げ、発信し、国内外からの共感の獲得につなげていく。 

 

（2） 施策形成支援に関する事務 

県の様々な事業で、施策効果の検証結果に基づき施策の立案や見直しを行うため、

ＥＢＰＭやマーケティングの技術を取り入れた分析や検討を行う施策形成支援を実施

する。 

※ ＥＢＰＭ：エビデンス・ベースド・ポリシー・メイキング。合理的根拠（エビデ

ンス）に基づく施策形成 

 

 

 



- 31 - 

12 広報課 

 

（1） 広報に関する事務 

発信者中心の広報から、県民起点に立った「伝わる広報」への転換や「県内外への

情報発信の強化」を基本方針として、デジタル広報（動画、WEBなど）を強化し、積極

的に県政情報や本県の魅力を県内外に発信する戦略的な視点による広報活動を実施す

る。 

また、災害時などにおける正確な情報の迅速かつ積極的な発信により、県民が直面

する危険からの回避への誘導と不安の解消を図るための的確な広報対応等を実施する。 

 

ア 印刷物による広報 

区    分 発行回数 発行部数 配 布 先 

ひ ろ し ま 県 民 だ よ り 
4回/年 

（7、10、1、4

月） 

770,000部 
県内各世帯、市町、関係機関

ほか 

 点字版、音声版 約460部（本） 
配布を希望する視覚等障害

者ほか 

 

イ ホームページ、ＳＮＳ 

区   分 内       容 

広島県ホームページ ホームページを運営し、県政情報等を提供する。 

広 島 県 公 式 Ｓ Ｎ Ｓ 
県公式X、Facebook、LINE、Instagram、TikTokを運営

し、県政情報等を幅広い世代に提供する。 

 

ウ パブリシティ 

行政施策を効果的に推進するため、次のとおり報道機関への情報提供を行う。 

区    分 内       容 

記 者 会 見 知事等による会見 

記 者 発 表 局長等による県の施策に係る情報提供 

資 料 提 供 資料による情報提供 

 

 



- 32 - 

（2） 広聴に関する事務 

県民起点の行政を推進する観点から、県民の意見をより適切、迅速に県政に反映さ

せるため、各種の広聴活動を積極的に実施する。 

区  分 内      容 

個別広聴 
・ホームページや電子ファックス等による県政提言の受付及び回答 

・各種団体からの要望等に対する文書回答等の実施 
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13 統 計 課 

 

（1） 統計の普及・啓発 

統計調査の円滑な実施と統計知識の向上のため、普及・啓発事業や、統計職員など

統計関係者に対する研修等を実施する。 

 ア 普及・啓発事業 

    統計グラフコンクールの開催、統計功労者表彰式の開催等 

 イ 統計関係者への研修 

    地方統計職員業務研修、登録調査員に対する研修等の実施 

 

（2） 統計調査の実施 

国の各省からの委託統計調査及び県独自の統計調査を実施する。 

  ア 委託統計調査 

○ 周期調査（１年を超える周期（５年に１回など）で行われるもの） 

令和７年国勢調査 

○ 経常調査（１年以下の周期（毎月、毎年など）で行われるもの） 

労働力調査、小売物価統計調査、家計調査、経済センサス調査区管理、 

経済センサス‐基礎調査（乙調査）、学校基本調査、学校保健統計調査、 

毎月勤労統計調査（全国調査、地方調査）、毎月勤労統計調査（特別調査） 

※全て基幹統計調査 

  イ 県独自の統計調査 

    広島県人口移動統計調査、広島県鉱工業生産動態統計調査 

   ※全て県基幹統計調査 

 

（3） 統計の利用促進 

   各種統計資料の作成、統計データの分析・加工を行うとともに、利便性に配慮して

統計情報を提供する。 

ア 各種統計資料の作成 

  月報、年報等の各種統計資料の作成 

イ 統計データの分析・加工 

県民経済計算、市町民経済計算及び産業連関表の推計、産業連関分析ツールの

作成 

ウ 統計情報の提供 

県ホームページ等による情報提供 
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14 研 究 開 発 課 

 

（1） 総合技術研究所中期事業計画の推進 

意欲ある事業者等や事業局が発信する課題の解決、アイデアの実現に貢献する研究

開発と技術支援に注力するなど、中期事業計画（第２期）を着実に推進し、地域のイ

ノベーション創出を目指す。 

 

ア 顧客とのコミュニケーション強化 

職員による営業活動、現地実態調査、技術相談等のあらゆる支援場面を通じて

把握したニーズを深掘り・分析し、潜在的ニーズの探求に取り組む。 

 

イ 顧客起点での課題解決に向けた、迅速かつ満足度の高い支援の充実 

（ア）共同研究・受託研究・技術的課題解決支援事業を通じた「ソリューション提案

型」支援を着実に実施するとともに、設備機器等の利用手続を見直し、事務処

理を簡素化することにより、利便性の向上を図る。 

（イ）事業者等のアイデアの実現や、県内産業の生産性の向上などを掲げる事業局の

施策の実現に向けて、迅速かつ確実な成果発現を志向した研究開発の推進とと

もに、具体的な課題への技術支援による事業局との連携強化に取り組む。 

 

ウ 課題解決を支える技術基盤等の強化 

（ア）顧客のニーズを踏まえて、保有技術の維持・高度化、新たに獲得すべき技術を

記載した「鳥瞰図」をセンターごとに策定し、技術力の維持向上や計画的な伝

承を行うとともに、専門技術に加えてデジタル技術を活用できる研究員の育成

や共通技術基盤（プラットフォーム）の構築により、事業者等のデジタル技術

導入の支援体制を強化する。 

（イ）顧客ニーズ、稼働率等を踏まえた機器整備計画を策定し、利用頻度や利用価値

が高いものなどを優先して更新することにより、更なる利用効果を発揮させる。 

（ウ）デジタル技術など新たな技術の戦略的な権利化を図るとともに、効果的に県内

企業に移転・展開するため、費用対効果を踏まえた適切な知的財産管理を図る。 

 

（2） 総合技術研究所に関する事務 

   総合技術研究所の円滑な運営に向けて、庁舎管理、予算執行、知的財産等の管理・

活用、研究課題の評価に関する連絡、協議、調整等を行う。 
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15 ＤＸ推進課 

 

（1） 広島県ＤＸ加速プランの推進 

令和４年11月に策定した「広島県ＤＸ加速プラン」に基づき、「仕事・暮らし」「地域

社会」「行政」の各分野においてＤＸ関連施策の取組を着実に進める。 

 

（2） 広島県ＤＸ推進本部の運営 

広島県におけるＤＸの推進に向けて、全体戦略の企画・推進・総合調整を担うとともに、

全庁横断的な組織である「広島県ＤＸ推進本部」を運営する。 

 

（3） 行政事務のデジタル化 

 県庁における行政事務について、デジタル技術を積極的に活用し、県民生活の利便性の

向上や、質の高い行政サービスの提供につなげる。 

 

（4） 行政手続のオンライン化の推進 

県民・事業者が県に対して行う手続について、利便性向上を図るため、いつでもどこで

もオンライン上で簡単に手続が完結できるよう、環境整備を推進する。  

また、すべての人がデジタル化の恩恵を享受できるよう、支援策を講じる。 

 

（5） デジタル技術を活用した業務プロセスの再構築 

デジタル技術の活用に伴い、これまでの業務プロセスを見直し、業務能率の向上、低コ

スト化、生産性の高い働き方への変革を図る。 
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16 デジタル基盤整備課 

 

（1） 情報通信基盤の運営 

国及び全国の都道府県・市町村のすべてを接続する行政専用のネットワークとして整備

された総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）、県内のすべての市町を接続する高速大容量

の公共情報通信基盤である広島メイプルネット及び県の行政ＬＡＮ・ＷＡＮなどの本県の

情報通信基盤を適切に運営・管理する。 

 

（2） 情報セキュリティ対策の推進 

安全で信頼できる電子自治体の構築に向けて、庁内ネットワークのインターネットから

のリスクの分離、県内すべての市町が参加するひろしま情報セキュリティクラウドの運用

など本県の情報セキュリティ対策の一層の強化、職員に対する継続的な意識啓発など、情

報セキュリティ対策の推進に取り組む。 

 

（3） 市町のデジタル化の支援 

   県内すべての市町において、国や県のデジタル化に対応したシステムの整備、施策の展

開が可能となるよう、必要な支援、助言を実施する。 

 

（4） 社会保障・税番号制度への対応 

「社会保障・税番号制度」の基幹部分となる統合宛名システムの安定稼働と庁内関係シ

ステムとの連携を適切に実施するとともに、市町が行う情報システムの整備等についても、

市町間での情報共有や連携が図れるよう支援を行う。 
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17 県庁情報システム担当 

 

（1） 情報システムのライフサイクルプロセスに関する事務 

庁内情報システムの全ライフサイクルに沿って、全庁的な視点からの適正化指導・改善

活動を行い、県の情報システムの最適化を一層推進することで、情報システムの有効性及

び効率性の向上に取り組む。 

 

（2） 情報システム間の総合調整に関する事務 

他団体や複数部署で共通化や機能等の横展開が可能な情報システム及び共通基盤を生か

した整備を要する情報システムについて、調整を行うなど、全庁的に最適化された情報シ

ステムの構築・更改に取り組む。 

 

（3） 情報化施策に関する技術的事項に関する事務 

庁内情報システムの構築や改修等に当たり、システム化の構想、機能の検討、調達の方

法などについて、技術的な観点から支援及び助言を行う。 

 

 

 

 



令和７年度総務局関係予算説明書



１　一　般　会　計
（単位：千円）

財　源　内　訳
予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他

（款）総務費 45,588,151 2,520,937 2,650,400 2,796,813 37,620,001

（項）総務管理費 26,654,503 373 2,583,000 2,247,472 21,823,658

分担金及び負担金

（目）一般管理費 11,235,883 373 0 1,537,048 9,695,434 １．職員給与費 9,815,497
寄附金

1,237 ２．一般共通管理費 1,340,175
諸収入

1,791 ３．公務災害補償費 3,690

４．庁内管理費 76,521

諸収入
（目）人事管理費 745,258 0 0 52,826 692,432 １．職員人事管理費 243,007

２．職員研修費 240,316

３．職員相互派遣費 195,269

４．客員スタッフ設置費 66,666

諸収入
（目）広報広聴費 189,503 0 0 3,599 185,904 １．広報活動費 173,641

（１）広報費 171,670

（２）広報調整費 1,971

２．広聴活動費 15,862

（１）情報公開・個人情報保護制度実施費 4,063

（２）行政情報コーナー運営費 11,799

款　　項　　目
一般財源

説　　　　　　明

-
 
3
8
 
-



財　源　内　訳
予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他
諸収入

（目）文書費 143,560 0 20,800 5,273 117,487 １．文書事務管理費 52,449

２．県法規発行費 10,161

３．文書館運営費 80,950

使用料及び手数料

（目）財産管理費 9,604,516 0 2,559,000 13,855 6,442,105 １．県有財産管理費 281,233

財産収入
586,854 ２．庁舎管理費 630,314

諸収入
2,702 ３．公舎管理費 222,473

４．庁舎等整備・補修費 2,854,710

５．財政調整基金預金利子積立金 85,656

６．減債基金預金利子積立金 232,663

７．大規模事業基金預金利子積立金 13,986

８．県庁舎整備基金預金利子積立金 43,494

９．土地造成事業等債務処理基金積立金 2,612,491

10．土地造成事業等債務処理基金 26,912
　　預金利子積立金

11．職員退職手当基金積立金 2,600,000

12．職員退職手当基金預金利子積立金 584

諸収入

（目）東京事務所費 59,468 0 0 460 59,008 １．東京事務所運営費 59,468

使用料及び手数料

（目）事務所運営費 628,842 0 0 1,910 623,182 １．総務事務所等運営費 628,842

諸収入
3,750

（目）恩給及び退職年金費 8,646 0 0 0 8,646 １．元県職員の恩給及び退職年金 8,646

説　　　　　　明
一般財源

款　　項　　目

-
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財　源　内　訳
予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他
財産収入

（目）福利厚生費 379,827 0 3,200 9,388 358,460 １．職員厚生費 27,271
諸収入

8,779 ２．独身寮運営費 27,661

３．衛生管理費 221,451

４．共済事業費 103,444

諸収入

（目）諸費 3,659,000 0 0 18,000 3,641,000 １．税収入払戻金及び払戻加算金 3,291,000

２．税外収入払戻金 350,000

３．小切手支払未済償還金 18,000

（項）企画費 6,996,383 81,136 67,400 516,220 6,331,627

諸収入
（目）企画総務費 3,268,932 68,451 0 163,790 3,036,691 １．職員給与費 231,411

２．総合企画費 17,400

３．経営戦略推進費 158,256

４．地域発展戦略推進費 27,928

５．高度情報化推進費 237,560

（１）ＩＴひろしま推進費 202,923

（２）地域情報化推進費 34,637

６．行政情報化推進費 2,596,377

（１）電子県庁推進費 1,177,482

（２）行政事務システム化推進費 1,418,895

款　　項　　目 説　　　　　　明
一般財源
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財　源　内　訳

予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他
使用料及び手数料

（目）研究開発費 3,727,451 12,685 67,400 59,116 3,294,936 １．職員給与費 2,301,304
財産収入

65,758 ２．総合技術研究所管理運営費 1,048,136
諸収入

227,556 （１）保健環境センター管理運営費 80,972

（２）工業技術センター管理運営費 224,717

（３）農業技術センター管理運営費 300,040

（４）畜産技術センター管理運営費 299,114

（５）水産海洋技術センター管理運営費 117,165

（６）林業技術センター管理運営費 26,128

３．研究開発推進費 266,625

（１）試験研究機関研究開発費 97,686

（２）受託研究費 140,114

（３）研究開発機能強化費 28,825

４．技術指導費 111,386

（項）徴税費 9,425,108 0 0 29,031 9,396,077

（目）税務総務費 2,500,132 0 0 0 2,500,132 １．職員給与費 2,496,728

２．税務諸費 3,404

使用料及び手数料

（目）賦課徴収費 6,924,976 0 0 11,258 6,895,945 １．個人県民税徴収取扱費市町交付金 4,588,136
諸収入

17,773 ２．地方消費税徴収取扱費 140,000

３．県税賦課徴収事務費 2,196,840

款　　項　　目 説　　　　　　明
一般財源
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財　源　内　訳

予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他

（項）統計調査費 2,512,157 2,439,428 0 4,090 68,639

諸収入
（目）統計調査総務費 238,542 175,894 0 2,861 59,787 １．職員給与費 216,425

２．統計事務費 22,117

諸収入
（目）統計調査事業費 2,273,615 2,263,534 0 1,229 8,852 １．基本統計費 2,225,645

（１）労働力調査費 60,196

（２）小売物価調査費 21,398

（３）家計調査費 33,717

（４）人口移動調査費 6,339

（５）教育統計調査費 2,319

（６）経済センサス費 18,503

（７）国勢調査費 2,083,173

２．経済統計費 37,849

（１）経済調査費 2,513

（２）毎月勤労統計調査費 35,336

３．農林水産統計費 10,121

（款）警察費 35,216 0 0 0 35,216

（項）警察管理費 35,216 0 0 0 35,216

（目）恩給及び退職年金費 35,216 0 0 0 35,216 １．元警察職員の恩給 35,216

款　　項　　目 説　　　　　　明
一般財源
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財　源　内　訳
予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他

（款）教育費 31,433 0 0 0 31,433

（項）教育総務費 31,433 0 0 0 31,433

（目）恩給及び退職年金費 31,433 0 0 0 31,433 １．元教育職員の恩給及び退職年金 31,433

（款）公債費 145,244,206 0 0 33,236,556 112,007,650

（項）公債費 145,244,206 0 0 33,236,556 112,007,650

繰入金

（目）元金 131,317,346 0 0 27,973,349 101,033,655 １．公債管理特別会計繰出金 131,317,346

諸収入

2,310,342

財産収入

（目）利子 13,104,719 0 0 4,815 10,160,083 １．一時借入金等利子 30,000

繰入金

2,785,190 ２．公債管理特別会計繰出金 13,074,719

諸収入

154,631

繰入金

（目）公債諸費 822,141 0 0 8,229 813,912 １．県債取扱事務費 822,141

説　　　　　　明款　　項　　目
一般財源
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財　源　内　訳
予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他

（款）諸支出金 151,503,015 0 0 0 151,503,015

（項）地方消費税清算金 49,563,000 0 0 0 49,563,000

（目）地方消費税清算金 49,563,000 0 0 0 49,563,000 １．地方消費税清算金 49,563,000

（項）個人県民税所得割交付金 252,000 0 0 0 252,000

（目）分離課税所得割交付金 252,000 0 0 0 252,000 １．分離課税所得割指定市交付金 252,000

（項）利子割交付金 433,000 0 0 0 433,000

（目）利子割交付金 433,000 0 0 0 433,000 １．利子割市町交付金 433,000

（項）配当割交付金 2,992,000 0 0 0 2,992,000

（目）配当割交付金 2,992,000 0 0 0 2,992,000 １．配当割市町交付金 2,992,000

（項）株式等譲渡所得割交付金 4,437,000 0 0 0 4,437,000

（目）株式等譲渡所得割交付金 4,437,000 0 0 0 4,437,000 １．株式等譲渡所得割市町交付金 4,437,000

（項）法人事業税交付金 8,233,000 0 0 0 8,233,000

（目）法人事業税交付金 8,233,000 0 0 0 8,233,000 １．法人事業税市町交付金 8,233,000

（項）地方消費税交付金 78,195,000 0 0 0 78,195,000

（目）地方消費税交付金 78,195,000 0 0 0 78,195,000 １．地方消費税市町交付金 78,195,000

款　　項　　目 説　　　　　　明
一般財源
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財　源　内　訳
予　算　額 特　定　財　源

国庫支出金 県　債 その他

（項）ゴルフ場利用税交付金 478,000 0 0 0 478,000

（目）ゴルフ場利用税交付金 478,000 0 0 0 478,000 １．ゴルフ場所在市町交付金 478,000

（項）自動車取得税交付金 15 0 0 0 15

（目）自動車取得税交付金 15 0 0 0 15 １．自動車取得税市町交付金 15

（項）環境性能割交付金 1,744,000 0 0 0 1,744,000

（目）環境性能割交付金 1,744,000 0 0 0 1,744,000 １．環境性能割市町交付金 1,744,000

（項）軽油引取税交付金 5,176,000 0 0 0 5,176,000

（目）軽油引取税交付金 5,176,000 0 0 0 5,176,000 １．軽油引取税指定市交付金 5,176,000

（款）予備費 400,000 0 0 0 400,000

（項）予備費 400,000 0 0 0 400,000

（目）予備費 400,000 0 0 0 400,000

款　　項　　目 説　　　　　　明
一般財源
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２　特　別　会　計
（単位：千円）

予　算　額
国庫支出金 県　債 その他

(款)証紙繰出金 26,000 0 0 25,999 1

(項)証紙繰出金 26,000 0 0 25,999 1

証紙収入 繰越金
（目）狩猟税 26,000 0 0 25,999 1 1. 他会計へ繰出 26,000

(款)証紙代金収納計器繰出金 3,224,415 0 0 3,224,414 1

(項)証紙代金収納計器繰出金 3,224,415 0 0 3,224,414 1

証紙収納計器収入 繰越金
（目）自動車税及び自動車取得税 3,224,415 0 0 3,224,414 1 1. 他会計へ繰出 3,224,415

(款)管理事務費 202,053 0 0 202,053 0

(項)通信管理費 202,053 0 0 202,053 0

諸収入
（目）通　信　費 202,053 0 0 202,053 0 1. 通信管理費 202,053

(款)公債管理費 286,888,176 0 91,211,000 195,677,176 0

(項)公債管理費 286,888,176 0 91,211,000 195,677,176 0

繰入金
（目）元　　　金 208,048,331 0 91,211,000 116,837,331 0

財産収入
（目）利　　　子 14,604,031 0 0 1,397,352 0

繰入金
13,206,679

繰入金
（目）公債諸費 456,690 0 0 456,690 0 1. 県債償還等経費 456,690

繰入金
（目）基金積立金 63,779,124 0 0 63,779,124 0 1. 減債基金積立金 63,779,124

管
理
事
務
費
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計
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財　源　内　訳
説　　　　　　明特　定　財　源
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